
○庄内町木造住宅耐震診断事業実施要綱 

平成21年3月31日 

告示第35号 

（趣旨） 

第1条 この要綱は、木造住宅の地震に対する安全性の向上を図り、震災に強いまちづく

りを推進するため、町内の居住の用に供する住宅の所有者が耐震診断を希望する場合

に、耐震診断士を派遣して耐震診断を行う木造住宅耐震診断事業の実施に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 耐震診断 木造住宅の地震に対する安全性等を一般財団法人日本建築防災協会が

作成した一般診断法による診断等で評価することをいう。 

(2) 耐震診断士 都道府県、市町村、一般財団法人日本建築防災協会が主催する木造

住宅の耐震診断講習会等の木造住宅耐震診断の業務に必要な講習会を受講した者のう

ち、次のいずれにも該当するものをいう。 

イ 建築士法（昭和25年法律第202号）第2条第1項で規定する建築士 

ロ 建築士法第23条第1項の規定により山形県知事の登録を受けて、町内に開設した

建築士事務所に勤務する者 

ハ この要綱に規定する庄内町木造住宅耐震診断士名簿に登録された者 

（対象住宅） 

第3条 耐震診断士の派遣対象となる住宅（次条及び第12条において「対象住宅」とい

う。）は、町内に存し、平成12年5月31日以前に着工されたもので、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

(1) 国、地方公共団体その他公的機関が所有するものでないもの 

(2) 延べ床面積の2分の1を超える部分が自己の居住の用に供されているもの 

(3) 地上階数が2以下で、延べ床面積が500平方メートル以下のもの 

(4) 在来軸組構法又は伝統的構法の木造戸建によるもの 

(5) 一般診断法による耐震診断を過去に受けていないもの 

（派遣の申請） 

第4条 耐震診断士の派遣を希望する対象住宅の所有者（当該対象住宅が共有に係るもの

である場合には、共有する者のうちから選任した代表者1名をいう。以下この条におい

て同じ。）は、木造住宅耐震診断士派遣申請書（様式第1号）に、次に掲げる書類を添

えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 対象住宅の位置図 

(2) 対象住宅の平面図 

(3) 対象住宅の建築時期が確認できる書類の写し 

(4) 対象住宅の所有者及び当該所有者の属する全ての世帯員が町税等（国民健康保険

税を含む。）について完納していることを証する書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 



（派遣の決定） 

第5条 町長は、前条の申請があった場合には、その内容を審査し、適当と認めるとき

は、耐震診断士の派遣を決定し、木造住宅耐震診断士派遣決定通知書（様式第2号。第7

条及び第9条において「派遣決定通知書」という。）により当該申請者（以下「派遣対

象者」という。）に通知するものとする。 

2 町長は、派遣決定通知書の内容に変更が生じたと認めるときは、当該派遣決定通知書

の内容を変更することができる。 

（派遣に要する費用） 

第6条 耐震診断士の派遣に要する費用は、1棟当たり13万3,100円（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）とし、派遣対象者が1万3,100円、町が12万円を負担するものとす

る。 

（派遣対象者の費用負担） 

第7条 派遣決定通知書を受けた派遣対象者は、前条に規定する負担額を町が交付する納

入通知書により速やかに町に納付するものとする。 

（耐震診断士の派遣） 

第8条 町長は、前条の費用の納入後、速やかに耐震診断士を派遣し、耐震診断を実施す

るものとする。 

（派遣の辞退） 

第9条 派遣対象者は、派遣決定通知書を受けた後において耐震診断士の派遣を辞退する

ときは、速やかに木造住宅耐震診断士派遣辞退届（様式第3号）を町長に届け出なけれ

ばならない。 

（派遣決定の取消し） 

第10条 町長は、派遣対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第5条第1

項の派遣の決定を取り消すことができる。 

(1) 虚偽又は不正の手段により派遣の決定を受けたことが判明したとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、町長が不適当と認める事由が生じたとき。 

2 町長は、前項の規定により派遣を取り消したときは、その理由を付し、木造住宅耐震

診断士派遣決定取消通知書（様式第4号）により派遣対象者に通知するものとする。 

（耐震診断結果の報告） 

第11条 町長は、耐震診断士から耐震診断の完了の報告を受けたときは、速やかにその結

果を木造住宅耐震診断結果報告書（様式第5号）により派遣対象者に報告するものとす

る。 

（派遣対象者に対する指導及び助言） 

第12条 町長は、耐震診断結果に基づき、対象住宅の地震に対する安全性の確保及び向上

が図られるよう、派遣対象者に対して必要な指導及び助言をすることができる。 

（耐震診断士の派遣の委託） 

第13条 町長は、第8条に規定する耐震診断士の派遣について、耐震診断事務所（耐震診

断士が勤務する建築士事務所をいう。以下この条において同じ。）又は耐震診断事務所

で構成する団体に委託することができる。 

（耐震診断士の登録申請） 



第14条 耐震診断士の登録を受けようとする者は、庄内町木造住宅耐震診断士登録申請書

（様式第6号）に建築士免許証の写し及び第2条第2号に規定する講習会の受講証明書等

の写しを添えて、町長に申請しなければならない。 

（登録の決定等） 

第15条 町長は、前条の申請書の提出があったときは、これを審査し、登録を決定したと

きは、庄内町木造住宅耐震診断士名簿に登載するとともに、申請者に対し庄内町木造住

宅耐震診断士登録証（様式第7号。以下「登録証」という。）を交付するものとする。 

2 耐震診断士は、登録証を破損し、汚損し、又は亡失したときは、庄内町木造住宅耐震

診断士登録証再交付申請書（様式第8号。以下この条において「再交付申請書」とい

う。）を町長に提出し、登録証の再交付を受けなければならない。この場合において、

登録証を破損し、又は汚損したことにより登録証の再交付を受けようとするときは、既

に交付した登録証を再交付申請書に添えて、町長に提出しなければならない。 

（耐震診断士の責務） 

第16条 耐震診断士は、耐震診断に関して知り得た秘密について、第三者に漏らしてはな

らない。 

2 耐震診断士は、謙虚に誠意をもって業務を履行するものとする。 

3 耐震診断士は、耐震診断を行う際は、常に登録証を携帯するものとし、関係者から提

示を求められた場合には、これを提示しなければならない。 

（登録事項の変更） 

第17条 耐震診断士は、第14条の規定により申請した事項に変更が生じた場合は、速やか

に庄内町木造住宅耐震診断士登録申請事項変更届（様式第9号）により町長に届け出る

ものとする。 

（登録の辞退） 

第18条 耐震診断士は、第15条第1項の規定による登録を辞退しようとするときは、庄内

町木造住宅耐震診断士登録辞退届（様式第10号）に登録証を添えて、町長に届け出るも

のとする。 

（登録の取消し） 

第19条 町長は、耐震診断士が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を取り消すこ

とができる。 

(1) 建築士法第9条の規定により免許を取り消されたとき。 

(2) 建築士法第10条第1項に規定する戒告を受けたとき。 

(3) 第16条の規定に違反したとき。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、町長が特に認めるとき。 

2 前項の規定により登録を取り消された耐震診断士は、速やかに登録証を町長に返納し

なければならない。 

（その他） 

第20条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 



（庄内町木造住宅耐震診断補助金交付要綱の廃止） 

2 庄内町木造住宅耐震診断補助金交付要綱（平成18年庄内町告示第119号）は、廃止す

る。 

附 則（平成26年4月1日告示第178号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年3月27日告示第28号） 

この要綱は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則（平成30年3月30日告示第35号） 

この要綱は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則（令和2年3月31日告示第53号） 

この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

附 則（令和4年3月30日告示第60号） 

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 





 


